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研究成果の概要（和文）：本研究では，①算数のカリキュラムに基づく尺度（算数CBM）の信頼性の検証，②デ
ータに基づく意思決定による介入効果の検証，③データマネジメントシステムの開発を行った。①については，
開発した算数CBMは再検査信頼性および代替形式信頼性が確認された。②については，放課後等デイサービスに
通う児童を対象とした個別介入および公立小学校における学校規模介入によって，算数CBMを活用した介入の効
果が示された。③については，csvファイルを読み込むことで，学校・学年・学級・個人の各レベルによるグラ
フ化等が簡便に実施可能なアプリケーションおよび各CBM課題を実施可能なアプリケーションが完成した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop a data-based support system in 
mathematics. We conducted three studies, 1) to examine the reliability of a mathematics 
curriculum-based measurement (M-CBM), 2) to examine the effects of intervention through data-based 
decision making, and 3) to develop a computer-based data management system. For (1), M-CBM was 
confirmed to have high test-retest reliability and alternate form reliability. As for (2), the 
effect of the intervention using the M-CBM was demonstrated for a student  attending an after-school
 day service. In addition, we demonstrated the effect of school-wide mathematics intervention in an 
public elementary school. As for (3), we developed an iPad application that can be easily used for 
graphing at the school, grade, class, and individual levels by reading a csv file, and an 
application that can perform each CBM task.

研究分野：特別支援教育

キーワード： データに基づく意思決定　カリキュラムに基づく尺度　データマネジメントシステム　response to int
ervention　プログレス・モニタリング　算数
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研究成果の学術的意義や社会的意義
特別なニーズのある子どもの学力に対する支援は喫緊の課題であり，学校環境で実施可能なシステム構築が求め
られている。本研究では，算数領域を対象として，データに基づく意思決定を基盤とする学校システムの構築の
ために，アセスメントツールの信頼性を確認し，ICTを活用して実施できるアプリケーションを開発した。さら
に，アセスメントから得られるデータの蓄積と分析を容易にするアプリケーションを開発し，データに基づく意
思決定による介入効果の検証を行った。介入効果が実証された支援方法について，ICTを活用したシステムを開
発することで，学校現場においても実行可能性と持続可能性の高い支援モデルを構築することができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
文部科学省 (2012) の実態調査によると、通常学級に在籍する児童生徒のうち知的発達に遅

れはないものの学習面で著しい困難を示す児童生徒の割合は 4.5%と報告されており、 特別支援
教育に限らず通常教育も含めた支援システムが求められている。特に基礎学力に困難さを抱え
る児童生徒への対応は急務であり、基礎学力のつまずきはその後の行動問題につながることも
指摘されている (Lin et al., 2013; McIntosh et al., 2012)。米国においては、包括的な指
導モデル (Response to Intervention; RTI) が国家レベルで推奨されており、データに基づい
た早期発見・早期支援が実践されエビデンスが示されている。  
RTI を運用する際に中核的な役割を果たしているのがカリキュラムに基づく尺度 

(Curriculum-based measurement; CBM) という基礎的学業スキルのアセスメントツールである。
CBM は、カリキュラムで実際に指導しているスキルを直接測定する、観察可能な具体的行動を測
定する、目標基準準拠型の測度である、などの特徴を持つ。CBM では学業スキルの「流暢性」に
焦点があてられ、1分間で何問正答したかが測定される。学業スキルの流暢性は習熟度を敏感に
反映する測度であり、流暢性を測定する CBM は、反復使用や短期の指導効果の判定 (プログレス
モニタリング) にも有効であることが先行研究で示されている。近年、日本においてもその開発
や標準化が求められるようになっている (干川, 2015)。 
研究代表者は平成 26 年度の科研費の助成 (若手研究 B:平成 26 年度〜28 年度) を受け、算数

分野における CBM の開発を行ってきた。その研究において、基礎的な数概念および基礎計算課題 
を測定する CBM を作成し、アセスメントツールとしての精度を評価してきた。その結果、開発し
た CBM は実用可能な精度を持ったユニバーサルスクリーニングのツールであり、学力差や習熟
度を鋭敏に反映する測度 (プログレスモニタリング) としても利用可能であることが明らかと
なった。しかし、アセスメントツールは開発できたが、収集したデータの効果的なマネジメント
方法および「データに基づく支援システム」の効果については十分に検討できなかった。 
 
２．研究の目的 
上記の背景を踏まえ、本研究では ICT を活用したデータマネジメントシステムを開発するこ

と、「データに基づく支援システム」の効果を実証的に検討することを目的とした。これらを目
的とした研究を通して、日本の学校環境で実施可能であり、持続可能な算数分野におけるデータ
に基づく支援システムを構築することを目指した。 
 
３．研究の方法 
（１）ICT を活用したデータマネジメントシステムの開発 
①算数 CBM の信頼性の検証 
マネジメントするための学力データについては、研究代表者が開発してきた算数 CBM という

アセスメントツールを中心的に扱うこととし、まずは未検証であった算数 CBM の信頼性の検証
を行った。公立小学校１年生から 6 年生の 546 名を対象として算数 CBM を実施し、その信頼性
（再検査信頼性、代替形式信頼性）を検討した。 
②アプリケーションの開発 
算数 CBM の信頼性が検証された後、データマネジメントシステムの開発に向けて、算数 CBM の
結果の採点・データ入力、結果の出力、その後の意思決定をサポートするようなアプリケーショ
ンの検討に取り組んだ。まずは採点作業が可能となるための画像認識技術を含んだアプリケー
ション開発について業者と検討しながら試作の開発まで進めた。しかし、発注業者との検討の結
果、研究期間中にこのアプリケーションの開発を目指すのは困難であるという結論に至り、デー
タ入力及びデータ分析を中心としたアプリケーションの開発に移行した。同時に、算数分野の基
礎的学業スキルに関する iPad 用指導教材アプリの開発にも着手することとした。 
（２）データに基づく支援システムの効果検証 
①個別介入研究 
算数 CBM を用いた介入効果を検証するために、放課後等デイサービスを利用している児童を

対象とした個別介入研究を実施し、その効果を検証した。算数 CBM を活用したアセスメントに基
づきながら、計算の流暢性向上に効果が示されている Number Family と 3C 学習法（Noda & 
Tanaka-Matsumi, 2017）による介入を実施した。介入は、週１回程度の頻度で実施された。介入
中は、算数 CBM に基づく指導経過の評価（プログレスモニタリング）を継続しながら，適宜介入
方法を微調整していった。途中、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、一時中断すること
もあったものの、後に介入は再開されて継続された。介入効果は、シングルケースデザインの一
つである多層プローブデザインによって検証した。 
②学校規模介入研究 
算数 CBM を活用した学校規模の算数指導の取り組みを実施した。230名規模の公立小学校にお

いて、学期に１回程度算数 CBM を用いた全児童のアセスメントを実施し、その結果をグラフ化し
てフィードバックした上で、各学級において１分間のタイムトライアルとグラフフィードバッ



クを中心とした指導を 2年間実施した。 
 
４．研究成果 
（１）ICT を活用したデータマネジメントシステムの開発 
①算数 CBM の信頼性の検討 
算数 CBM の信頼性を検討した結果、8 種類の課題（大小比較、数系列、足し算、引き算、掛け算、
割り算、足し算と引き算、四則混合）について、1週間の再検査信頼性は r = .80 を超えていた 
(r = .87-.96, ps < .01)。代替形式信頼性についても r = .80 を超えていた (r = .85– .96，
ps < .01)。以上より、算数 CBM は十分な信頼性を備えていることが明らかとなった。この結果
は、野田 (2020a) に成果の一部として発表された。 
②アプリケーションの開発 
データマネジメントのための iPad 用アプリケーションが完成した。アプリケーションでは，

csv形式に入力された算数 CBM のデータをインポートすることができ、学校・学年・学級毎の箱
ひげ図およびカットオフポイントに基づくカテゴリ分け（問題なし(下位 25%以上)、気になる（下
位 10%以上）、要配慮（下位 10%以下））を数タップで表示することができる（図１）。また、個々
の児童の反復練習のデータを追加することも可能であり、個人のデータを繰り返し測定してグ
ラフ化（プログレスモニタリング）しながら、介入方法を継続するのか、修正するのか、介入を
終了するのか等の意思決定を行うことを補助する機能が含まれている。さらに、開発済みの算数
CBM のみではなく、一定の形式に沿う限りは別のアセスメントツールの結果を読み込んで分析す
ることを可能とする機能も含めることができた。 

 
図１ データマネジメントアプリのグラフ化画面の例（左：箱ひげ図，右：カテゴリわけ） 

 
また、算数分野の基礎的学業スキルに関する iPad 用指導教材アプリケーションの開発も終了

した。この指導アプリでは、算数 CBM に対応した 8つの課題をベースに、さらに細かな難易度設
定を含む課題を練習することができる。課題はすべてアプリケーション上で実施可能であり、す
べて１分間の課題で流暢性を評価できるようになっている。課題終了時には正答数と誤答数が
表示される仕様になっている（図２）。 

 
図２ 指導教材アプリの数系列課題の画面（左）とフィードバック画面（右） 

 
上記の２種類のアプリケーションが開発されたことによって、データ入力と出力を簡便化し、
簡単に意思決定の参考となるデータが算出されるデータマネジメントシステムが完成した。今
後は、このシステムを実際に使用していくために必要なマニュアルの作成や教員研修開発等が
求められる。 



（２）データに基づく支援システムの効果検証 
①個別介入研究 
放課後等デイサービスを利用している児童の繰り上がりのある足し算と繰り下がりのある引

き算を対象とした個別介入研究を実施した。３種類の教材セット（A，B, C）を準備し、それぞ
れを算数 CBM の基準値（野田, 2020a）を参考にしながら順番に指導していった。介入中は、デ
ータに基づくプログレスモニタリングを行い、適宜介入手続きの微調整を行った。介入の結果、
各教材の指導前の１分間あたりの正答数は 10-17 問であったが、指導後には 28-33 問まで増加
した。 
②学校規模介入研究 
２年間にわたる学校規模介入の結果、介入前の X年度 7月には、すべての課題において「要配
慮」の児童の割合が 10%よりも多く、すべての課題を平均すると 22.7%であった。一方、「問題な
し」の児童の割合は 75%よりも少なく、すべての課題を平均すると 52.8%であった。 
約２年間にわたって学校規模介入を実施したところ、課題によって効果の大きさに違いは認

められるものの、介入後の X+1年度 2月にはすべての課題において「問題なし」の児童の割合が
増加し（平均 70.9%）、「要配慮」の児童の割合が減少した（平均 14%）。この成果は、野田 (2020b)
に成果として発表された。 
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